




適用の範囲

大規模 ・延べ床面積が２,０００㎡以上の建築物　（適用事業２）

（その他）

　行う場合、その合計が上記２つのいづれかの規模になる場合

申出書の提出 正本、副本及び該当する関係各課分を建築安全課集合住宅指導係に提出

都市計画等との

調和

環境との共生

　への配慮

　への利用）の促進

区内業者の活用

文化財の保護 遺跡等の文化遺産を保護するため、区と協議して必要な措置を講ずる

住環境対策

・建物除却工事等が伴う場合は、建築予定地の近隣に対して、除却工事の内容

　説明

・近隣にある工場等の事業主と解体・建築工事に伴う近隣工場への影響に対す

　る協議

工業専用地域等に

おける配慮

・工業専用地域等内に建築する場合、要綱細則で定める要件を全て満足させる

生じさせた場合には、その障害を除去するための対策を講ずる

地震等の際の

災害対策

の整備 ・その他、不特定多数の利用施設は、不特定多数利用部分面積÷５００の整備

　（小数点以下切上げ）

・大規模店舗（延べ床面積3,000㎡以上）は、年間の平均的な休日のピーク

  １時間当たりに対応できる台数の整備

・上記以外の施設も含め２台に満たない場合は、最低２台以上整備

大規模建築物等指導要綱及び同要綱細則(集合住宅以外)の概要

項　　目

大規模建築物等の建築事業（増築及び用途変更についても適用あり）

・事業区域面積（敷地面積）が１,０００㎡以上の敷地に新築する建築物

　（適用事業３）

・同一の事業区域又は隣接地に同一事業者が、複数の建築事業を行う場合、

　又は、既存事業の竣工後３年以内（工事中も対象とする）に引続き事業を

・事業予定地が板橋区都市計画マスタープラン等により、地域特性に応じた市

　街地整備計画が策定されている地域に該当するときは、これら計画との調和

・東京都板橋区都市づくり推進条例の規定に基づき、事業が地域に与える影響

  に配慮し、地域の良好な環境及び価値の維持・向上に努める

・「東京都環境基本条例」等の規定に基づき、利用者の健康及び環境との共生

・環境に配慮した省エネルギー、省資源、資源循環型の設計の採用

・環境に配慮した低騒音・低振動型重機等のできる限りの使用

・建設発生土・コンクリート塊・アスファルトコンクリート塊などの建設副産

　物のリサイクルの積極的な進め、再生資源の利用促進と建設廃棄物の減量

・雨水の地下浸透に努めるとともに雨水の有効利用（植栽等への散水や洗車

事業の執行にあたっての区内業者の優先的な活用

・建築予定地の過去の土地利用状況により、土壌汚染の恐れがある場合は、

　区の指示に従い土壌分析の実施

・板橋区大規模建築物等に係る適正な環境の確保に関する協議要領の協議

・板橋区大規模建築物等指導要綱対象建築物に基づく産業振興における

  近隣工場等に関する配慮基準の協議（産業振興課）

・購入者及び入居者に、事業地は工業専用地域等であることの条件等について

　説明を十分に行い、周辺工場に対する理解と調和に努める

環境衛生の保持 ・建築物の衛生的な環境の維持管理に必要な事項の協議

電波受信障害対策 必要に応じて建築着工までに電波受信障害予測調査を実施し、電波受信障害を

・地震及びガス爆発等の際の破損ガラス対策として、網入ガラスの使用やバル

　コニーの設置等の措置を講ずる

自動車駐車場 ・店舗にあっては、来客用として対象面積÷２５０の整備（小数点以下切捨て）

・駐車場設置台数の内１台以上を障がい者（優先）用とする

※「東京都駐車場条例」の適用を受ける場合は、都・区どちらも満足する台数

　の確保が必要

-２-



二輪車置場の整備

　で、対象面積４５㎡ごとに１台の整備　（全て小数点以下切捨て）

・自転車置場をラック式にする場合は、別途協議が必要

　建築物は、条例を満足する台数の確保が必要

「東京都板橋区廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する

物保管場所の整備 条例」（廃棄物条例）等により整備すること

緑化の推進 ・「東京都板橋区緑化の推進に関する条例」（緑化条例）による整備

・事業区域面積によらず全て対象　

（１５０㎡未満かつ商業地域・近隣商業地域の場合を除く）

雨水対策 ・事業区域面積５００㎡以上は、「板橋区雨水流出抑制施設設置指導要綱」

　の整備

防災対策 ・防火貯水槽４０ｔ以上の整備ほか

自主管理歩道 ・事業地に接する道路に幅員２.０ｍ以上の歩道がない場合は、２.０ｍ以上

　の歩道の確保（既存歩道がある場合は、合算の幅で２.０ｍ以上確保）

・大規模店舗（延べ床面積３,０００㎡以上）の場合、自主管理歩道の幅員は

　３.０ｍ以上必要

勧告及び公表 ・要綱に定める事項を履行しないときは、この要綱の目的を達成するため、

　必要な措置を事業者に勧告

・勧告に正当な理由がなく従わないときは、事業者名及び勧告内容の公表

再利用対象物、廃棄

　の基準に従い、事業地内の雨水を地下に浸透させる設備及び貯留する施設

-３-

・自転車、原動機付自転車、自動二輪車のいづれかを以下のとおり整備する

・学校等にあっては、普通教室等の面積４５㎡ごとに１台の整備

・病院等にあっては、待合室面積１０㎡ごとに１台の整備

・その他の不特定多数利用施設にあっては、対象面積が３００㎡を超えるもの

※「自転車等の駐車場の整備及び放置の防止に関する条例」の適用を受ける
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